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(百万円未満切捨て)

１．平成30年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（平成29年４月１日～平成29年９月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は、対前年中間期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期中間期 6,379,601 △2.7 420,698 38.7 180,118 20.3

29年３月期中間期 6,557,792 △6.8 303,227 △35.9 149,725 △29.9
(注) 包括利益 30年３月期中間期 360,017百万円( －％) 29年３月期中間期 29,465百万円( －％)

　
１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

円 銭 円 銭

30年３月期中間期 43.81 －

29年３月期中間期 36.38 －
　

(注１) 平成30年３月期中間期の包括利益の対前年中間期増減率は、1,000％を超えるため、「－」と記載して
　 おります。
(注２) 「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

30年３月期中間期 291,703,448 15,097,315 4.7

29年３月期 293,162,545 14,954,581 4.6
(参考) 自己資本 30年３月期中間期 13,564,213百万円 29年３月期 13,451,766百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年３月期 － 25.00 － 25.00 50.00

30年３月期 － 25.00

30年３月期(予想) － 25.00 50.00
　

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

　
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 12,460,000 △6.5 780,000 △1.9 400,000 － 98.10
　

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

決算短信（宝印刷） 2017年11月10日 14時07分 1ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



※ 注記事項

（１）当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　
（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年３月期中間期 4,500,000,000株 29年３月期 4,500,000,000株

② 期末自己株式数 30年３月期中間期 456,838,000株 29年３月期 384,037,500株

③ 期中平均株式数（中間期） 30年３月期中間期 4,111,205,317株 29年３月期中間期 4,116,153,328株
　

(注) 期末自己株式数には、株式給付信託が保有する当社株式が、平成30年３月期中間期698,800株、平成29年３月期
731,500株含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数には、株式給付信託が
保有する当社株式が、平成30年３月期中間期712,736株、平成29年３月期中間期540,672株含まれております。

(個別業績の概要)
１．平成30年３月期第２四半期（中間期）の個別業績（平成29年４月１日～平成29年９月30日）
（１）個別経営成績 (％表示は、対前年中間期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期中間期 157,143 △7.8 122,436 △8.9 122,719 △9.4 108,306 △17.9

29年３月期中間期 170,483 △34.2 134,340 △39.4 135,499 △39.2 131,879 △38.6
　

１株当たり
中間純利益

円 銭

30年３月期中間期 26.34

29年３月期中間期 32.04
　

　
（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

30年３月期中間期 8,137,397 7,963,291 97.9

29年３月期 8,261,109 8,057,856 97.5

(参考) 自己資本 30年３月期中間期 7,963,291百万円 29年３月期 8,057,856百万円

　
※ 四半期（中間期）決算短信は中間監査の対象外となっております。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績予想等将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業績等は、金利の変
動、株価の変動、為替相場の変動、保有資産の価値変動、経済・金融環境の変動、競争条件の変化、大規模災害等
の発生、法規制の変更等様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当中間決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間の経常収益は、郵便・物流事業セグメントが910,621百万円（前年同期比23,539百万円

増）、金融窓口事業セグメントが677,938百万円（前年同期比8,946百万円減）、国際物流事業セグメントが342,804

百万円（前年同期比33,875百万円増）、銀行業セグメントが977,308百万円（前年同期比43,087百万円増）、生命保

険業セグメントが4,054,859百万円（前年同期比279,018百万円減）となったことなどにより、連結経常収益は

6,379,601百万円（前年同期比178,190百万円減）となりました。また、経常利益は、郵便・物流事業セグメントが

37,126百万円の経常損失（前年同期は40,834百万円の経常損失）、金融窓口事業セグメントが24,202百万円の経常

利益（前年同期比1,093百万円減）、国際物流事業セグメントが1,204百万円の経常利益（前年同期比394百万円

増）、銀行業セグメントが257,224百万円の経常利益（前年同期比44,747百万円増）、生命保険業セグメントが

168,869百万円の経常利益（前年同期比60,981百万円増）となったことなどにより、連結経常利益は420,698百万円

（前年同期比117,470百万円増）となりました。

以上の結果、連結経常利益に、価格変動準備金繰入額等による特別損失、契約者配当準備金繰入額等を加減した

親会社株主に帰属する中間純利益は、180,118百万円（前年同期比30,393百万円増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

① 資産の部

資産の部合計は、前連結会計年度末比1,459,097百万円減の291,703,448百万円となりました。

主な要因は、現金預け金741,279百万円の増、貸出金711,533百万円の増の一方、有価証券3,796,193百万円の

減、債券貸借取引支払保証金343,807百万円の減によるものです。

② 負債の部

負債の部合計は、前連結会計年度末比1,601,831百万円減の276,606,132百万円となりました。

主な要因は、貯金257,081百万円の増、売現先勘定291,828百万円の増の一方、責任準備金1,184,110百万円の

減、債券貸借取引受入担保金1,137,271百万円の減によるものです。

③ 純資産の部

純資産の部合計は、前連結会計年度末比142,734百万円増の15,097,315百万円となりました。

主な要因は、その他有価証券評価差額金257,479百万円の増の一方、繰延ヘッジ損益101,352百万円の減、自己

株式の取得等による自己株式99,954百万円の減によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成30年３月期の連結業績予想につきましては、平成29年５月15日に公表した通期の業績予想から変更はありま

せん。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

現金預け金 53,313,498 54,054,778

コールローン 620,000 671,273

債券貸借取引支払保証金 12,239,627 11,895,820

買入金銭債権 279,776 332,207

商品有価証券 9 119

金銭の信託 5,944,951 6,515,857

有価証券 202,320,530 198,524,337

貸出金 12,125,022 12,836,556

外国為替 78,646 72,074

その他資産 1,792,201 2,368,802

有形固定資産 3,206,394 3,210,528

無形固定資産 345,889 330,447

退職給付に係る資産 35,697 35,465

繰延税金資産 868,118 863,187

貸倒引当金 △7,819 △8,007

資産の部合計 293,162,545 291,703,448
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

貯金 178,004,318 178,261,399

コールマネー 45,436 －

売現先勘定 960,937 1,252,766

保険契約準備金 72,525,176 71,234,936

支払備金 577,376 553,592

責任準備金 70,175,234 68,991,123

契約者配当準備金 1,772,565 1,690,220

債券貸借取引受入担保金 18,583,361 17,446,089

コマーシャル・ペーパー 40,324 304,764

外国為替 407 399

その他負債 3,587,312 3,570,322

賞与引当金 101,979 130,346

退職給付に係る負債 2,279,156 2,288,298

従業員株式給付引当金 － 266

役員株式給付引当金 253 515

睡眠貯金払戻損失引当金 2,096 2,079

特別法上の準備金 788,712 817,538

価格変動準備金 788,712 817,538

繰延税金負債 1,288,491 1,296,408

負債の部合計 278,207,964 276,606,132

純資産の部

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 4,135,414 4,135,463

利益剰余金 3,294,130 3,371,646

自己株式 △731,992 △831,946

株主資本合計 10,197,552 10,175,162

その他有価証券評価差額金 3,105,162 3,362,642

繰延ヘッジ損益 △103,790 △205,143

為替換算調整勘定 △80,730 △79,286

退職給付に係る調整累計額 333,571 310,837

その他の包括利益累計額合計 3,254,213 3,389,050

非支配株主持分 1,502,815 1,533,102

純資産の部合計 14,954,581 15,097,315

負債及び純資産の部合計 293,162,545 291,703,448
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

経常収益 6,557,792 6,379,601

郵便事業収益 1,168,904 1,227,504

銀行事業収益 933,362 976,195

生命保険事業収益 4,333,823 4,054,830

その他経常収益 121,702 121,070

経常費用 6,254,564 5,958,903

業務費 4,840,139 4,515,753

人件費 1,289,669 1,296,088

減価償却費 117,943 140,270

その他経常費用 6,812 6,789

経常利益 303,227 420,698

特別利益 37,905 3,049

固定資産処分益 536 1,314

特別法上の準備金戻入額 29,627 －

価格変動準備金戻入額 29,627 －

移転補償金 120 35

受取和解金 4,041 －

事業譲渡益 3,564 1,687

その他の特別利益 15 11

特別損失 9,200 47,810

固定資産処分損 1,424 1,863

減損損失 3,469 2,340

特別法上の準備金繰入額 － 28,825

価格変動準備金繰入額 － 28,825

老朽化対策工事に係る損失 2,266 14,782

環境対策引当金繰入額 915 －

その他の特別損失 1,124 －

契約者配当準備金繰入額 77,989 68,815

税金等調整前中間純利益 253,942 307,121

法人税、住民税及び事業税 136,375 156,211

法人税等調整額 △53,681 △55,086

法人税等合計 82,693 101,125

中間純利益 171,248 205,996

非支配株主に帰属する中間純利益 21,523 25,877

親会社株主に帰属する中間純利益 149,725 180,118
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

中間純利益 171,248 205,996

その他の包括利益 △141,783 154,020

その他有価証券評価差額金 △328,442 289,243

繰延ヘッジ損益 266,297 △113,833

為替換算調整勘定 △56,902 1,448

退職給付に係る調整額 △22,733 △22,841

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 3

中間包括利益 29,465 360,017

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 15,057 314,974

非支配株主に係る中間包括利益 14,407 45,043
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,500,000 4,134,853 3,525,932 △730,964 10,429,821

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917 △102,917

親会社株主に帰属す

る中間純利益
149,725 149,725

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

561 561

自己株式の取得 △1,042 △1,042

自己株式の処分 13 13

連結範囲の変動 3,009 3,009

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 － 561 49,817 △1,029 49,350

当中間期末残高 3,500,000 4,135,415 3,575,750 △731,993 10,479,171

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 3,318,181 △373,232 △56,856 379,835 3,267,928 1,478,338 15,176,088

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917

親会社株主に帰属す

る中間純利益
149,725

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

561

自己株式の取得 △1,042

自己株式の処分 13

連結範囲の変動 3,009

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△292,339 237,073 △56,780 △22,627 △134,673 △1,257 △135,930

当中間期変動額合計 △292,339 237,073 △56,780 △22,627 △134,673 △1,257 △86,580

当中間期末残高 3,025,842 △136,159 △113,637 357,208 3,133,254 1,477,081 15,089,507
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当中間連結会計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,500,000 4,135,414 3,294,130 △731,992 10,197,552

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917 △102,917

親会社株主に帰属す

る中間純利益
180,118 180,118

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

48 48

自己株式の取得 △99,999 △99,999

自己株式の処分 45 45

連結範囲の変動 314 314

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 － 48 77,515 △99,954 △22,390

当中間期末残高 3,500,000 4,135,463 3,371,646 △831,946 10,175,162

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延

ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 3,105,162 △103,790 △80,730 333,571 3,254,213 1,502,815 14,954,581

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917

親会社株主に帰属す

る中間純利益
180,118

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

48

自己株式の取得 △99,999

自己株式の処分 45

連結範囲の変動 314

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

257,479 △101,352 1,444 △22,733 134,836 30,287 165,124

当中間期変動額合計 257,479 △101,352 1,444 △22,733 134,836 30,287 142,734

当中間期末残高 3,362,642 △205,143 △79,286 310,837 3,389,050 1,533,102 15,097,315
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

１．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 合計郵便・
物流事業

金融窓口
事業

国際物流
事業

銀行業 生命保険業 計

経常収益

外部顧客に対する
経常収益

886,071 91,908 342,804 976,195 4,054,830 6,351,810 26,381 6,378,191

セグメント間の
内部経常収益

24,550 586,030 ― 1,112 29 611,722 159,476 771,199

計 910,621 677,938 342,804 977,308 4,054,859 6,963,532 185,858 7,149,390

セグメント利益
又は損失(△)

△37,126 24,202 1,204 257,224 168,869 414,374 122,806 537,181

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない宿泊事業、病院事業等が含まれております。ま

た、「その他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金(115,465百万円)が含まれ

ております。

　

２．報告セグメント合計額と中間連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(1) 報告セグメントの経常収益の合計額と中間連結損益計算書の経常収益計上額

(単位：百万円)

経常収益 当中間連結会計期間

報告セグメント計 6,963,532

「その他」の区分の経常収益 185,858

セグメント間取引消去 △771,199

調整額 1,410

中間連結損益計算書の経常収益 6,379,601

(注) １．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「調整額」は、国際物流事業セグメントの経常収益の算出方法と中間連結損益計算書の経常収益の算出方法

の差異等によるものであります。

　

(2) 報告セグメントの利益の合計額と中間連結損益計算書の経常利益計上額

(単位：百万円)

利益 当中間連結会計期間

報告セグメント計 414,374

「その他」の区分の利益 122,806

セグメント間取引消去 △115,964

調整額 △518

中間連結損益計算書の経常利益 420,698

(注) 「調整額」は、国際物流事業セグメントのセグメント利益の算出方法と中間連結損益計算書の経常利益の算出

方法の差異等によるものであります。
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３．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当中間会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 327,829 240,639

たな卸資産 397 382

前払費用 135 483

短期貸付金 26,120 21,120

未収入金 19,736 9,202

未収還付法人税等 32,749 18,097

その他 11,664 8,806

貸倒引当金 △6 △7

流動資産合計 418,627 298,724

固定資産

有形固定資産

建物 29,761 28,164

工具、器具及び備品 3,927 3,186

土地 99,398 97,888

その他 25,335 26,663

有形固定資産合計 158,423 155,902

無形固定資産 7,487 6,293

投資その他の資産

関係会社株式 7,677,895 7,677,895

長期貸付金 3,280 3,280

破産更生債権等 71 66

長期前払費用 283 229

その他 264 224

貸倒引当金 △71 △66

投資損失引当金 △5,152 △5,152

投資その他の資産合計 7,676,571 7,676,477

固定資産合計 7,842,482 7,838,672

資産合計 8,261,109 8,137,397
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当中間会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

未払金 40,394 22,422

未払費用 1,179 1,106

未払法人税等 231 103

未払消費税等 － 607

賞与引当金 1,643 2,099

ポイント引当金 528 521

その他 4,610 3,463

流動負債合計 48,586 30,323

固定負債

退職給付引当金 123,989 113,585

役員株式給付引当金 63 128

公務災害補償引当金 19,816 19,395

その他 10,796 10,672

固定負債合計 154,666 143,782

負債合計 203,253 174,105

純資産の部

株主資本

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金

資本準備金 875,000 875,000

その他資本剰余金 3,628,856 3,628,856

資本剰余金合計 4,503,856 4,503,856

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 785,993 791,382

利益剰余金合計 785,993 791,382

自己株式 △731,992 △831,946

株主資本合計 8,057,856 7,963,291

純資産合計 8,057,856 7,963,291

負債純資産合計 8,261,109 8,137,397
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（２）中間損益計算書

(単位：百万円)
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業収益

ブランド価値使用料 6,768 6,783

関係会社受取配当金 125,231 115,465

受託業務収益 10,781 9,602

貯金旧勘定交付金 4,185 2,839

医業収益 10,701 9,382

宿泊事業収益 12,815 13,067

営業収益合計 170,483 157,143

営業費用

受託業務費用 11,344 11,830

医業費用 13,496 11,853

宿泊事業費用 13,826 14,074

管理費 △2,524 △3,052

営業費用合計 36,143 34,706

営業利益 134,340 122,436

営業外収益

受取賃貸料 1,177 1,343

その他 602 256

営業外収益合計 1,780 1,600

営業外費用

賃貸費用 503 811

株式売出関連費用 － 330

その他 117 175

営業外費用合計 621 1,317

経常利益 135,499 122,719

特別利益

固定資産売却益 85 －

事業譲渡益 － 1,687

その他 0 221

特別利益合計 86 1,909

特別損失

固定資産除却損 4 9

減損損失 2,040 1,845

老朽化対策工事負担金 2,350 15,298

環境対策引当金繰入額 915 －

その他 87 －

特別損失合計 5,400 17,153

税引前中間純利益 130,185 107,475

法人税、住民税及び事業税 △2,094 △831

過年度法人税等 400 －

法人税等合計 △1,694 △831

中間純利益 131,879 108,306
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 3,500,000 875,000 3,628,856 4,503,856 784,812 784,812

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917 △102,917

中間純利益 131,879 131,879

自己株式の取得

自己株式の処分

当中間期変動額合計 － － － － 28,961 28,961

当中間期末残高 3,500,000 875,000 3,628,856 4,503,856 813,774 813,774

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △730,964 8,057,703 8,057,703

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917 △102,917

中間純利益 131,879 131,879

自己株式の取得 △1,042 △1,042 △1,042

自己株式の処分 13 13 13

当中間期変動額合計 △1,029 27,932 27,932

当中間期末残高 △731,993 8,085,636 8,085,636
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当中間会計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 3,500,000 875,000 3,628,856 4,503,856 785,993 785,993

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917 △102,917

中間純利益 108,306 108,306

自己株式の取得

自己株式の処分

当中間期変動額合計 － － － － 5,388 5,388

当中間期末残高 3,500,000 875,000 3,628,856 4,503,856 791,382 791,382

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △731,992 8,057,856 8,057,856

当中間期変動額

剰余金の配当 △102,917 △102,917

中間純利益 108,306 108,306

自己株式の取得 △99,999 △99,999 △99,999

自己株式の処分 45 45 45

当中間期変動額合計 △99,954 △94,565 △94,565

当中間期末残高 △831,946 7,963,291 7,963,291
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